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東ドイツにおけるドモヴィナ（Domowina）の活動について（1）
The Activities of the Domowina in East Germany(1)

１．はじめに

　この研究ノートは、第二次世界大戦後のドイ
ツ民主共和国（東ドイツ）におけるドモヴィナ
（Domowina）の活動について調査、考察したも
のである。
　『貿易風』第10号において筆者は、現在のド
イツ連邦共和国に居住するソルブ人の歴史と第
二次世界大戦後の東ドイツのソルブ人政策につ
いて調査、考察した1）。
　19世紀にはじまった民族再生運動をきっか
けとして、ソルブの知識人たちによって、ソル
ブ語やソルブ文化ソルブ文化の保護育成が行わ
れるようになった。こうした活動はドイツ帝国
やナチス政権に弾圧されたが、第二次世界大戦
後誕生した社会主義国家である東ドイツはソル
ブ語やソルブ文化を保護する政策をとり、ソル
ブ文化は復興した。しかしこうした保護政策は
あくまで社会主義、共産主義イデオロギーの許
容する範囲内での保護政策であり、少数民族政
策が成功しているプロパガンダとして利用され
た側面もあった。またこうした保護政策も他分
野の政策、特に農業集団化や工業化を推進する
政策とのバランスがとれておらず、ちぐはぐな
ものであった。よって保護政策が行われている
もとでもソルブ語話者の減少やドイツ語、ドイ
ツ文化への同化は止められなかった。
　そして同第11号においてはさらに対象をし
ぼり、1945年から49年にかけてのソルブ民
族運動について、特にこの時期にソルブ民族

運動を率いた「ドモヴィナ（Domowina）」や
「ソルブ人委員会（Narodny wuběrk / Sorbischen 

Nationalausschuss）」「ソルブ人議会（Serbska 

narodna rada / Sorbischen Nationalrat）」といった
団体の活動を中心に調査し考察した2）。
　第二次世界大戦終戦後ソルブ人はドモヴィナ
やソルブ人委員会、ソルブ人議会といった団体
をウジツァやチェコスロヴァキアに設立し、文
化活動やソルブ人への労働の仲介、教育支援な
ど様々な活動を行った。こうしたなか、ソルブ
人団体の中でいわば中道的な姿勢をとり、文化
活動に活動の中心をおいていたドモヴィナが発
展していった。この過程でドモヴィナは親ソル
ブ的な政策をはやくから主張していた共産主義
政党である社会主義統一党（SED）を支援して
いくが、両者の関係が密接になるにつれてしだ
いに社会主義統一党に取り込まれていった。
　これまでの報告は前述したようにソルブ人の
歴史や東ドイツ政府によるソルブ人への政策を
概観したものか、ソ連占領期のソルブ人の民族
運動を調査、考察したものであったが、今回は
さらに対象をソルブ人の民族団体である「ドモ
ヴィナ（Domowina）」へ絞り、この団体が東ド
イツにおいて様々な制約を受けながらどのよう
な活動をしていたのかを調査し報告する。そこ
で本稿では、まずこれまでの報告で十分に取り
上げてこなかった1945年から50年代前半まで
のソ連占領地区のドイツの政治・経済的背景に
ついて述べたのちに、東ドイツ建国以降1950
年代前半までにドモヴィナがどのような状況に
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および国防軍やナチス関係者の所有する財産を
没収し、一部は賠償に充てられ、残りは占領地
区を管理する行政機関に移された。これがいわ
ゆる「人民所有」という国有化の始まりであっ
た7）。これによって「人民所有」とされた企業
が建国以降とられる計画経済体制の基礎となっ
た。
　つぎに土地については、特に東エルベの大土
地所有者の土地が没収された。東エルベの大土
地所有者は伝統的にドイツの社会や政治、経済
の中枢にいた人々であって、この没収はこうし
た人々の権力基盤を破壊することを意味した。
45年９月にソ連占領地区の各州で土地改革の
指令が出され、各農村に数名の人間からなる農
民委員会が結成されて、彼らを中心とした農民
による「自発的な」土地改革が進められた8）。
このとき100ヘクタール以上の土地を有する約
7000の大農地（没収した農地の約76％）、農
地の面積にかかわりなくナチス関係者や戦争犯
罪人とされた人々の所有する土地あわせて330
万ヘクタールが無償で没収され、これはソ連
占領地区の耕作地の約３分の１に達した9）。こ
うして没収された農地のうち約220万ヘクター
ルが56万人（そのうち農民と引揚者は約６割）
に配分され、残りの110万ヘクタールは「人民
所有地」として国家の所有となったが、各農民
に配分された土地は少なく（土地の配分が５～
10ヘクタールの農民保有地の創出を目指して
いた）多くの農民は生活が苦しいままであった
という10）。またこの政策は建国後実施された
農業の集団化政策によって一掃されることとな
る。

2-2．ソ連占領期の政党活動
　敗戦後、それまで活動を禁止されてきた政
党活動が認められるようになった。ソ連軍軍
政本部は45年６月10日に布告第２号を発して
「ファシズムを一掃し、ドイツに民主主義と市

置かれていたのかについて調査し報告する。

２．建国当初から1950年代にかけての
東ドイツの状況

2-1． ソ連占領期の状況
　第二次世界大戦終戦後ソ連の占領下におかれ
たドイツの東部は、ソ連側による過酷な賠償取
立てによって、当時保有していた産業施設や生
産物の多くを接収されるなかで新たな社会を構
築する必要に迫られていた。
　産業施設の解体、接収は1948年夏まで続け
られたが、例えば砂糖、靴、繊維など日常生活
に必要な物資を生産する企業の重要なものは解
体、接収され、さらにソ連占領地区における
電気の生産量は解体、接収の結果1936年の88
％に落ちた。48年夏までにこうした接収で約
4300の企業がそのすべて、あるいは一部をソ
連に運び去られたといわれている。また鉄道は
貨車、線路から信号に至るまでソ連に接収され
てその影響は今日まで残っているという3）。
　また産業施設の接収と並行して生産物の接収
も行われた。こうした生産物の接収は1947年
以降賠償の主な源泉となり、生産の60％まで
が押収された4）。また完成品の接収を円滑に行
うために、ドイツ企業のソヴィエト所有会社
（SAG）への転換がはかられ、当時のソ連占領
地区で基幹産業であった石炭、化学、機械、電
気工業を中心とした SAGは全体でソ連占領地
区の生産量の20パーセントを占め、特に電気
や冶金では生産量の40～60％にも達したとい
う5）。こうした接収はモノだけにとどまらず専
門的な技能を持った人にも及んだ。ソ連はドイ
ツの労働力を自国の再建のために利用し、多く
の熟練労働者や技術者、科学者がソ連に連行さ
れた6）。こうした状況はソ連占領地区にとって
重い負担となった。
　産業施設の解体、接収や生産物の接収ととも
に経済改革や土地改革も行われた。旧国有財産
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で、統一が維持されていればドイツ全土から賠
償を取り立てることが可能となるからであり、
②については社会主義化を進めれば他の戦勝国
との関係を悪化させ、統一の維持どころかドイ
ツが占領地区ごとに分裂してその結果ソ連以外
の占領地区がアメリカなどの西側資本と結びつ
いてしまうことを恐れたからである。とにかく
KPDはソ連からの全面的な支援を得て1946年
６月までに党員数が約60万名となる大政党へ
と発展した16）。
　KPDの創立の４日後社会民主党（SPD）が
創立された。西側占領地区でも SPDは活動を
行っていたが、ソ連占領地区で活動した SPD

は西側とは異なり伝統的な社会民主主義を中心
とした活動を行った。SPDのスローガンは「国
家と自治体には民主主義を、経済と社会には
社会主義を」17）であり、さらに銀行などの金融
業、鉱山その他の基幹産業の国有化、国家の再
建のために大土地所有を解体し戦時中に得た利
得を没収することを主張した。また政治的には
KPDと同様反ファシズム的・民主的な議会制
民主主義国家の樹立を求めていた。SPDのこ
うした主張の背景には統一した労働者政党を形
成したいという思惑があった。SPDと KPDは
ナチス政権時代に党の活動を禁止され弾圧され
たという共通の経験を持ち、また掲げた政策目
標で共通する部分が多いこと、46年４月の段
階で SPD党員数が67万人であり18）KPD党員
よりも数が多いことから SPD主導で KPDとの
統一を求めていた。
　以上二つの労働者政党結成に続いてブルジョ
ワ政党であるキリスト教民主同盟（CDU）と
自由民主党（LDPD）が45年６月から７月にか
けて結成された19）。
　そしてこれら4つの政党は45年７月10日
に、ソ連軍政本部と密接に協力しながら反ファ
シズムおよび民主主義を基礎としたドイツの再
建を目的として「反ファッショ民主主義的政党

民的自由の基礎を確立する」ことを目的として
「反ファシズム諸政党」と労働組合の設立を認
めた11）。政党や労働組合の設立認可に消極的
であったアメリカと対照的にソ連が政党や労働
組合の設立を認めた背景にあったのは、冷戦の
進行によりドイツが東西に分裂する可能性をふ
まえ、ドイツ統一の維持のために政党や労働組
合に統一維持の鍵となる役割を期待したことに
あると斎藤は指摘している12）。
　最初に共産党（KPD）が創立された。KPD

はナチスによる弾圧以後その党員の多くが強制
収容所や監獄で拘禁されるか、弾圧を逃れて地
下活動を継続したりソ連へ亡命した。創立時に
党指導部に就いた党員はソ連へ亡命した人々で
あり、ドイツの降伏以前からソ連軍とともにド
イツへ来てソ連軍の後ろ盾の下でソ連占領地区
の再建やソ連の占領政策の実施といった活動を
行っていた。45年６月11日付で「都市と農村
の生産する民衆」にあてて KPDは創立宣言を
出したが、その宣言で、「ドイツにソヴィエト・
システムを押しつけることは誤りである」13）と
明言し、党の目標は「反ファシズム的、民主主
義的な体制、議会主義的＝民主主義な体制、国
民にすべての民主的な権利と自由を保障する議
会主義的＝民主主義的な共和国を樹立するこ
と」14）であるとした。また創立宣言で、今後の
経済構造については、ナチス関係者の全財産を
没収、大土地所有の解体、電気、ガス、水道、
鉄道などといった公共設備の国有化を主張し
たが、その一方で「私有財産制のもとでの自由
な商業と私的な経営者のイニシアティヴの完全
な、さまたげられることにない発展」15）は全面
的に擁護するとしていた。
　ところでこの KPDの創立宣言はソ連の占領
政策に沿った内容であった。ソ連は当初の占領
政策の方針として①ドイツの統一維持、②大資
本や銀行、鉄道などを対象とした部分的な国有
化をあげていた。①についてはソ連への賠償
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を利用して、ソ連の承認する方針に沿った形で
のドイツの再建を進めていったのである。

2-3．社会主義統一党（SED）の結成
　ソ連軍政本部の支援の下で急速に権力基盤を
強化した KPDは45年秋以降 SPDとの合同に
むけてのキャンペーンを展開した。SPDはこ
のころ KPDとの合同よりも SPDの全ドイツ的
な統一に活動の力点を置いていた。こうした
SPDの姿勢に対しソ連軍政本部は SPDに圧力
をかけ46年４月に KPDと SPDの合同が成立
し社会主義統一党（SED）が創立された。合同
の際共産党は SPDに、SEDの組織原則として
レーニン主義をとらないこと、SEDの党機関
における役職を KPDと SPD両党に均等に配分
することなどを約束して SPDへ譲歩した。し
かし斎藤によればこの合同でドイツの潜在的な
一体性を体現していた SPDを弱体化させただ
けではなく、同党と SEDの対立を非常に先鋭
なものとし、労働者階級の全ドイツ的な統一と
いうソ連や KPDが掲げた主張が根拠のないも
のになったと指摘している23）。
　とはいえ SEDは、SPDのオットー＝グロー
テヴォール（Otto Grotewohl）と KPDのヴィ
ルヘルム＝ピーク（Friedrich Wilhelm Reinhold 

Pieck）を共同議長とした、合同時に約130万
名の党員を抱える大政党となった。
　しかし SEDに対する市民の支持は高いとは
言えなかった。SEDは1946年９月に行われ
た自治体選挙では平均で76%の議席を確保し
たものの、同年10月に行われた州議会と郡議
会選挙では惨敗を喫した。ソ連占領地区全体
で CDUは24.5％、LDPDは24.6%の得票を得
て、二つの党を合わせると49.1％の得票を得
た。これに対し SEDは半数を割り込んで47.6
％にとどまったのである24）。さらにベルリン
では KPDとの合同を拒否したベルリン市だけ
の SPDが48.7%もの得票を得、CDUも22.1％

の統一戦線」を結成した。しかしこの政党ブロ
ックには5つ問題があった。１つ目は全会一致
制をとったことであり、２つ目は政党ブロック
の決定はすべての政党を拘束するという点であ
り、そして３つ目は KPDと SPDが統一に向け
て協力を強めている中で、CDUや LDPDとい
ったブルジョワ政党はどこまで自由に活動でき
るのかという点であり、４つ目は政党ブロック
に参加した４党以外の政党活動が認められなか
ったため、自由主義的な意味での野党が存在し
なかったということであり、そして５つ目はソ
連軍政本部が KPDを積極的に支持したため４
党の中で KPDが急速に発言力を強めていった
ため４党間のバランスが偏ってしまったという
ことである20）。４つ目については、ドイツ降
伏以前からドイツ各地において民衆レヴェルで
人民会議、人民委員会などといった名称を持
った運動体による反ファッショの運動が行われ
ており、これらの運動はかつての KPD党員や
SPD党員によって率いられていた。そしてこ
の運動には官吏や教員、ブルジョワ政党の党員
だった人々も多く参加していた。敗戦後これら
の運動体は敗戦による混乱の中で住民の衣食住
の確保やナチス関係者の捜索と占領軍への引き
渡しを行っていた。しかし占領軍はこうした運
動体を利用せずナチス政権時代の行政組織を利
用しながら新しい組織をつくり、また政党もナ
チス政権時代に弾圧された政党を再建させてこ
れを利用した。そのためこうした市民レヴェル
での運動体は KPDやソ連軍政部によって解体
させられていった21）。そして５つめについて
はさらに政党ブロックが形成されるまでの間に
ソ連占領地区の各地に設立された行政機関にお
いて KPD党員が重要な役職を占めるようにな
り、自らの主張に沿った変革を進める基礎固め
を短期間のうちに行った22）。こうしてソ連軍
政本部は市民レヴェルでの運動体を解体させた
のちに自らの支持する KPDを主体とした体制
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成していた CDUと LDPDに対しソ連軍政本
部が圧力をかけ続けるとともに両党の幹部層
をソ連軍政本部と SEDに対抗できない人物に
入れ替え、なおかつ SEDに忠実な国民民主党
（NDPD）と民主農民党（DBD）という二つの
政党が設立されて政党ブロックに加えられたの
である27）。さらに SEDの指導下に置かれてい
る労働組合である自由ドイツ労働組合（FDGB）
も政党ブロックに加えることによって CDUと
LDPDの発言力は決定的に弱まった。これで表
向きは複数政党が存在し活動しているように見
えても事実上 SEDの一党独裁体制となり、政
党ブロックはこうした一党独裁体制を隠す手段
にすぎなくなった。なお SEDを含めた諸政党
や労働組合は49年に政党ブロックを「国民戦
線」と改組したが、実際は SED以外の政党は
いわば「衛星政党」として建国後も活動してい
くことになる。

2-4．東ドイツの建国当初の状況
　1947年11月25日にロンドンで行われた連
合国外相会議で、ソ連がドイツ統一政府の樹立
を要求した。それに伴い、その翌日 SEDはド
イツ統一のための「人民会議」の設立を提唱し
た。CDUは、西側から自分たちが SEDの道具
とみなされることを嫌ってこの会議の設立に反
対したが、12月にベルリンで西側からの代表
も含めて第１回人民会議が開催された。その後
48年３月に米・英・仏とベネルクス３国の外
相会議がロンドンで開催されて西側占領地区の
統合を強めて西側のみで独立させるという動き
が加速した。これに対しソ連は３月20日にド
イツ管理委員会から脱退した。これに先立ち３
月17日、18日にかけてソ連占領地区で第２回
人民会議が開催され、定員400名からなるドイ
ツ人民評議会を選出した。評議会は全ドイツの
代表であるとされたが、48年10月に憲法草案
を起草するなどして西側とは別の活動を行い始

で善戦したのに対し、SEDは19.8％しか得票
を得ることができなかった25）。こうした選挙
結果は SED幹部とソ連軍政本部に深刻な衝撃
を与えた。
　またこれと同じ時期にソ連とアメリカの冷戦
が激化し、さらに社会主義国家建設の路線をめ
ぐるソ連とユーゴスラヴィアの関係悪化が生じ
た。こうしたことからソ連は東欧の社会主義諸
国と国際共産主義運動の締め付けをはかること
となり、ドイツの占領地区については SED以
外の政党の活動を厳しく制限していくように方
針が変更された。
　まず SEDについてであるが、SED結成の際
共産党と SPDとの間で合意された項目に関し
て変更をせまられ、マルクス・レーニン主義を
SED公認のイデオロギーとすること、そして
ソ連共産党をモデルとして民主集中制を組織の
原則とすることが決められた。そして49年に
は、SED結党時の両政党は対等であるという
原則も破棄され、７人のメンバーと２人の候補
からなる政治局が設置された。
　こうした路線変更の過程で多くの旧 SPD党
員が SEDから追放され、多くが国内の刑務所
やソ連の特別収容所へ収容された。こうした粛
清により1948年から52年までの間に党員数が
約80万名も減少した26）。なおこうした粛清が
可能になったのは警察組織の再編がこの時期強
化されていたことによる。そしてこの粛清は、
建国後急速に進められた社会主義国家建設で国
民の動揺が広がるなか、旧 SPD党員だけでは
なく旧共産党員にも及んだという。こうした粛
清を経ることで SED党内の意思決定過程にお
ける民主的な手続きが次々と排除されていっ
た。
　SEDがソ連共産党型の党組織へと変化して
いる間に、政党ブロック内での政治的な意思
形成について SEDが主導権を握るようにする
路線へと変化していった。政党ブロックを形
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ンの主張が結合された結果、建設にはいちじる
しく抑圧的な措置が伴ったということである。
特に農業集団化でそれが顕著であった。当時の
耕地面積の25％を占めていた大農に対して生
産を上回る供出を求める一方で、供出できない
生産性の低い農家や西側へ逃亡した農家は農業
生産協同組合（集団農場）に編入されたが、そ
の数は1953年５月までに22000戸を超えた。
他方自ら生産協同組合に加入した農民の80％
近くは土地改革によって土地を得たいわゆる新
農民であって、その多くが SEDの活動家であ
った。多くの農民が協同組合の加入を強制と受
け止めており（これは当時の首相グローテヴォ
ールも認めていた）、強制を拒んだ多くの農民
は西側へ逃亡したという30）。
　さらに SEDは1952年10月の第10回中央委
員会総会で経済の資本主義的要素を制限するこ
とを決定し、私企業に対して圧迫を強めた。こ
れにより多くの私企業経営者が西側へ逃亡した
が、私企業の生産は食料や衣料品生産において
全体の30～40％を占めていた31）ので、私企業
への圧迫は農業集団化とともに国民生活に深刻
な影響を与えた。
　こうして SEDはソ連型の社会主義国家建設
を推進したのであるがその建設の柱とされた
のが第１次５か年計画（1951～55年）であっ
た。斎藤によれば計画開始前の1950年に比べ
て55年には工業総生産が約190％増加したが、
年間の生産目標は1951～52年には超過達成さ
れたのに対して53年以降は達成できなかった。
エネルギー産業や鉄鋼産業等重工業では軒並み
生産は1950年の倍を超え、労働生産性は1950
年に比べて約55％上昇した。こうして第１次
５か年計画は東ドイツの工業発展のきっかけと
なった32）。しかし前に述べたように同時期に
農業集団化や私企業への圧迫が行われた結果多
くの国民が西側へ逃亡して重工業以外の生産は
思うようには上がらず、特に食料不足が深刻な

めた。さらに６月に西側占領地区、東側占領地
区の両方で通貨改革が行われてそれぞれ別の通
貨を使用することとなり、ドイツの分裂はさら
に加速した。この通貨改革の際ソ連はベルリン
を封鎖したが、アメリカが生活必需品を空輸し
たことでのりきり、かえって西側占領地区とア
メリカとの結びつきを強め、ドイツの分裂は決
定的なものとなった。
　ところで東側のソ連占領地区では1949年５
月に第３回人民会議に向けて選挙が行われた
が、この選挙ではドイツの統一と公正な平和条
約の締結に賛成するかが問われたが、投票率
94.1％のうちこれに賛成したのは有効投票中
65.8％であり、東側のみでの建国と SED支配
体制の確立に多くの市民が反対していたことが
わかる28）。ともかくこの選挙の結果を受けて
同じく５月末に人民会議が開かれ、ここで選出
された人民評議会の議員によってドイツ民主共
和国の憲法草案が承認され、49年９月に西側
占領地区がドイツ連邦共和国として建国が宣言
された後10月９日にドイツ民主共和国の建国
を宣言した。
　建国後東ドイツ政府は国家建設の方針を決定
したが、それはソ連がおこなった方法を踏襲
するというものであった。斎藤によれば、SED

は1952年の SED全党協議会で「労働者階級と
勤労者の大多数の意識は十分に発達している」
ことを理由に「社会主義の建設」にとりかか
ることを決定した29）が、その「社会主義建設」
には２つの特徴があったという。
　第１の特徴はそれがソ連社会主義をモデルと
した重工業中心の建設であって、しかもそのテ
ンポが速かったことである。この重工業中心の
建設はただでさえソ連への賠償や農業集団化な
どで余裕を失っていた国家財政を圧迫した。そ
して第２の特徴は、建設のための決定的な梃子
は国家権力にあるとされ、それと社会主義建設
の途上では階級闘争が激化するというスターリ
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ヴィナのほかに「ソルブ人委員会」や「ソルブ
人議会」といった団体が創立または再建され、
ソルブ人の民族運動が活発に行われていた。そ
してこうした団体の中で中道的な方針をとって
いたドモヴィナが親ソルブ的な姿勢を示してい
た SEDと急速に関係を深めていった35）。
　こうした方針は、木村護郎クリストフによれ
ば国内のすべての組織を SEDの傘下に置くこ
とが目指された当時の情勢の下では、組織の存
続を考えると必要な方針であったと言えるが、
その一方でキリスト教の影響が強いソルブ人の
間でドモヴィナへの支持が減少し団体から脱退
する人々が増加する要因ともなった36）。例え
ばブディシン（バウツェン）郡では1947年に
は会員が12329名いたのに対し、1950年には
6079名とほぼ半減しており、カメンツ郡でも
47年には約4000名いた会員が51年には2036
名となっている。こうした現象はホイエルスヴ
ェルダでも記録されており、同様の現象が各地
で起きていたものと思われる37）。戦後ドモヴ
ィナが再建された際に代表であったパオウ・ネ
ド（Pawoł Nedo）は脱退者が相次いでいる現象
について1949年に、

昨年我々は多くの人がドモヴィナを退会する
という事態を経験した。その理由は、部分的
には我々の団体の活動が不十分であった、と
いうことや経済的な理由からといった面もあ
るが、しかし部分的にせよ人々にとって問題
であったのは、彼らが政治的な面で我々の後
についてこられないということである38）。

と発言している。　
　一方東ドイツ建国後政府はソルブ語教育の導
入やソルブ文化を保護するための諸機関を次々
と設置した。1951年にはソルブ民族研究所が、
52年にはソルブ民族音楽楽団が設置され、56
年にはブディシン（バウツェン）中心部にドモ

ものとなった。そればかりか政府は５か年計画
達成のために増えた財政負担を乗り切るため増
税や労働ノルマの10％引き上げ、そして国営
商店の商品価格引き上げを行いさらに国民生活
を圧迫した33）。
　こうして国民生活を圧迫しつつ東ドイツが社
会主義建設を進めているなか、1953年３月５
日にスターリンが死去した。死去後ソ連の新し
い指導部は SEDに対して強引な社会主義建設
を撤回するよう SEDに求めた。ソ連の新指導
部からみた SEDの方針は東ドイツの国家とし
ての存続を危うくするものであり、さらにはド
イツの統一国家形成といった展望も危うくなる
からである。これに対し SED指導部は「新コ
ース」とよばれる新たな方針を決定した。新コ
ースでは消費財の増産と物価の引き下げ、農民
や手工業者に協同組合への参加を強制しないこ
と、法律の遵守、ドイツ統一に向けての努力な
どが国民に約束された34）。しかし「新コース」
への方針転換は当時のドイツの情勢からすれば
遅れた決定であった。1953年５月から６月に
かけて東ドイツ各地や首都ベルリンで労働者の
ストやデモが起きたのである。こうした市民の
抵抗に対し東ドイツ政府はソ連軍の協力を得て
ストやデモを鎮圧する一方で社会主義建設の推
進という方針を改め、５か年計画は事実上棚上
げし、「新コース」を維持して国民生活を安定
化させるという政策を実施して混乱を鎮静化さ
せることに成功した。またソ連もこうした東ド
イツの政策を支持して賠償のこれ以上の受け取
りを放棄し、SAGを東ドイツへ返還し、食料
や原料の供給を行い、かつソ連軍の駐留費を削
減したのである。

3．東ドイツ建国当初のドモヴィナ

　それではこうした時期にドモヴィナはどのよ
うな活動を行っていたのであろうか。すでに拙
稿において述べたように、ソ連占領期にはドモ
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ているという。

ドモヴィナはどのような役割を果たすべき
か。
ドモヴィナは党の一般方針に則って党や国家
機関、民主ドイツの大衆組織や国民戦線との
より緊密な関係のもと、ソルブ住民に社会主
義建設の課題を伝えなければならない。その
際、階級・階層の特有の課題が党の一般方針
に則ってドモヴィナの政治活動の出発点とな
らなければならない42）。

　ドモヴィナはこうした方針に従うことを余儀
なくされたが、ソルブ人は、当時行われた農業
集団化への反発もあり、ドモヴィナを SEDの
手先であるととらえる人々が増え、さらに支持
を失ったのである。

4．まとめ

　第二次世界大戦後ソ連に占領されたドイツ東
部はソ連からの苛酷な賠償取立てに苦しみなが
ら国家の再建へ歩み始め、KPDや SPDなどの
政党が活動を再開した。当初ソ連はこうした政
党の活動に対し比較的寛容な姿勢をとったが、
冷戦の進行やソ連とユーゴスラヴィアの対立を
契機にソ連は東欧の社会主義国の体制の締め付
けを行い、それとともにドイツ東部での政党活
動もソ連の圧力を強く受けることとなった。そ
のため KPD以外の政党は活動を制限されたり
妨害されたりする一方で、ソ連の圧力によって
誕生した SEDはソ連の支援の下で勢力を拡大
して建国後政権を担う政党となった。SEDは
ドイツ民主共和国建国後ソ連型の社会主義国家
建設を進めるが国民に多くの犠牲を強いる形と
なり、東ドイツ各地でデモやストライキが頻発
し多くの国民が西側へ逃亡する事態となった。
　こうした時期に SED政権は、ソルブ人の文
化や言語を保護するための法整備や、ソルブ文

ヴィナの本部などが入った「ソルブの家」が置
かれた。こうしたソルブ諸機関の設置や教育の
拡充、そして建国以前の1948年にザクセン州
議会が可決した「ソルブ住民の権利保護のため
の法律」を背景として1955年に開催されたド
モヴィナの第３回大会で「ソルブの民族問題は
解決された」と宣言された39）。こうした制度
的な拡充にとどまらずその後ウジツァ地方での
ソルブ語の使用拡大が模索された。木村によれ
ば1952年 SED中央の政治局でソルブ関係を担
当したフレッド＝エルスナーのもとで「ウジツ
ァを二言語地区に！」というスローガンが掲げ
られた40）。そして彼はドモヴィナの第３回大
会で以下のように演説している。

いうまでもなくウジツァ地方の前途には
DDR全体と同様、巨大な展望が開けている。
しかし、私たちは忘れるまい。ウジツァ地方
における新しい生活は二つの言語で、二民族
状態で発展するだろうということを41）。　

　そして二言語地区にするために具体的な政策
が打ち出されていった。まず1955年に内務省
内にソルブ課が設置され、57年には部に格上
げされた。そして官公庁や駅の二言語表記が推
進された。さらにソルブ語教育は二言語地区に
するための重要な課題であるとして学校制度の
改革に着手したのである。
　しかしこうしたソルブ人の言語や文化を保護
する政策を遂行する一方で、SEDや政府はド
モヴィナを、ソルブ人の間で政府の政策の支持
を広げ推進するための機関として利用し続け
た。木村によればこうした政策が現れているの
が1957年にだされた SEDのドモヴィナへの意
見文書であり、ドモヴィナが当時社会主義の主
要課題と切り離した形で言語や文化を最重要視
している点を批判したうえで、SEDが期待す
るドモヴィナの役割について以下のように述べ
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よりは多様な階層の包摂を特徴とする「国民政党」
であったと指摘している。

 （近藤潤三「ソ連占領期東ドイツのキリスト教民主
同盟：自立した政党から衛星政党へ」

 『社会科学論集』（愛知教育大学）51巻（2013年）：
８頁。）

20） 望田幸男他『世界歴史大系ドイツ史３：1890年～
現在』（山川出版社、1997年）, 432頁。

21） 同上 , 432-433頁。
22） 同上 , 433頁。
23） 同上 , 440頁。
24） 近藤潤三「ソ連占領期東ドイツのキリスト教民主
同盟：自立した政党から衛星政党へ」, 11-12頁。

25） 同上 , 12頁。
26） 望田幸男他『世界歴史大系ドイツ史３：1890年～
現在』（山川出版社、1997年）, 441頁。

27） 近藤によれば、NDPDは政治生活から排除される
か沈黙を強いられていたかつてのナチ党員に活動
の場を与えるために、そして DBDは農業領域で
SEDの政策の伝導ベルトとして機能することを目
的として設立された。表向きは二つの党ともに自
主的に結成された政治組織という外観が保たれた
が、両政党の中心にいたのは、結党の時点で党籍
を離脱していたものの実は筋金入りで信頼でき、
かつ無名な者から抜擢された SED党員であり、故
意に転居を重ねてこれまでの経歴を消した人物で
あったという。（近藤潤三「ソ連占領期東ドイツの
キリスト教民主同盟：自立した政党から衛星政党
へ」, 23頁。）両党は農民層や旧ナチ党員を取り込
むためにつくられた政党であり、彼らを SEDに引
き込み他のブルジョワ政党の勢力を弱めるために
利用された。

28） 望田幸男他『世界歴史大系ドイツ史３：1890年～
現在』（山川出版社、1997年）, 448頁。なお斎藤
は同じ頁で白票を賛成票に変えるなどの操作が行
われた点を指摘している。

29） 同上 , 451頁。
30） 同上 , 451-452頁。
31） 同上 , 452頁。
32） 同上 , 452頁。
33） 同上 , 452頁。
34） 同上 , 454頁。
35） 磯村尚弘「ソ連占領期東ドイツにおけるソルブ民
族運動（1945-1949）」『貿易風：中部大学国際関
係学部論集』（中部大学国際関係学部）Vol.11（2016
年4月）：136-143頁。

36） 木村護郎クリストフ『言語にとって「人為性」と
は何か：言語構築と言語イデオロギー：ケルノウ
語・ソルブ語を事例として』（三元社、2005年）, 
229頁。

37） Edmund Pech, Die Sorbenpolitik der DDR 1949-1970 

化を研究する施設の建設、そしてソルブ語教育
を推進するための教育制度改革を行った。ド
モヴィナは SEDと建国前から親密な関係にあ
ったが、建国後 SED政権はドモヴィナに対し、
ドモヴィナのソルブ人の文化の保護や発展に偏
った活動を批判し、SEDが推進する社会主義
国家建設を支持しその意義をソルブ人に伝える
役割をドモヴィナへ要求するようになった。こ
れに対し SEDの方針や農業の集団化などの政
策に反発するソルブ人の多くがドモヴィナから
退会した。こうして建国当初のドモヴィナは
SED政権と親密になるほどソルブ人からの支
持を失ってしまったのである。

【注】
1） 磯村尚弘「ドイツ民主共和国における少数民族政
策」『貿易風：中部大学国際関係学部論集』（中部
大学国際関係学部） Vol.10 （2015年４月）：171-
180頁。

2） 磯村尚弘「ソ連占領期東ドイツにおけるソルブ民
族運動（1945-1949）」『貿易風：中部大学国際関
係学部論集』（中部大学国際関係学部）Vol.11（2016
年４月）：136-143頁。

3） 望田幸男他『世界歴史大系ドイツ史３：1890年～
現在』（山川出版社、1997年）,434頁。

4） 同上 , 434頁。
5） 同上 , 434頁。
6） 同上 , 434頁。
7） 同上 , 435頁。
8） 同上 , 436頁。
9） 同上 , 436頁。
10） 同上 , 436-437頁。
11） 同上 , 430頁。
12） 同上 , 430頁。
13） 同上 , 431頁。
14） 同上 , 431頁。
15） 同上 , 431頁。
16） 同上 , 431頁。
17） 同上 , 431頁。
18） 同上 , 431-432頁。
19） 近藤潤三は CDUについて、1948年３月の調査に
よれば CDU党員の26％は職員層、22％が主婦で
あったこと、そして自営の手工業者が12％、農民
が14％であったが労働者層はこれらを上回る16％
であったことからブルジョワ政党であったという
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（Bautzen: Domowina-Verlag, 1999）, 39.
38） Ibid., 36.
39） 木村護郎クリストフ『言語にとって「人為性」と
は何か』, 247頁。

40） 同上 , 247頁。
41） 同上 , 247頁。
42） 同上 , 230頁。
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